
１．介護保険一部負担額（在宅強化型） 令和６年８月１日現在

　 税区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

日　額 871 947 1014 1072 1,125

月額（30日） 26,130 28,410 30,420 32,160 33,750

日　額 788 863 928 985 1040

月額（30日） 23,640 25,890 27,840 29,550 31,200

税区分 日　額

非課税 24円 夜勤職員配置により加算

〃 51円 在宅復帰・在宅療養支援指標が一定の基準を満たした場合

〃 22円

〃 7.5% 介護報酬算出方式に基づき算出した額の１割を加算

非課税 258円

〃 200円 短期集中的に個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行った場合

〃 240円

〃 120円 短期集中的に認知症のかたにﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行った場合

〃 76円 認知症専門棟利用者のみ加算

〃 120円 左記の方の特性やニーズに応じたサービス提供を行った場合

〃 362円 1ヶ月に7泊8日を限度とし、外泊初日と最終日を除く

〃 800円 上記のことに加えて、外泊中に在宅サービスを利用した場合　

1,900円 お亡くなりになった日

910円 ２～３日

160円 ４～３０日

72円 ３１～４５日

〃 60円

〃 30円 入所後30日以内加算

〃 70円/月

〃 200円/回

〃 450円/回 退所に向けた施設サービス計画の策定等を行った場合

〃 480円/回 上記計画に加え、生活機能の改善目標等を策定した場合

〃 400円 退所又は試行的退所時、退所後の療養上の指導を実施した場合

〃 500円 居宅に退所後の主治医に対して診療情報を提供した場合

〃 250円 医療機関に退所後の主治医に対して診療情報を提供した場合

〃 600円

〃 400円 希望する居宅介護支援事業者に対して情報提供を行った場合

〃 300円

〃 100円/月

〃 5円/月

〃 11円 栄養状態の改善、維持に努めた場合

〃 28円 経口摂取を進める為に特別な管理が必要な場合

〃 400円/月 経口維持の支援を行った場合

〃 100円/月 上記支援に、医師等が加わった場合

〃 90円/月

〃 110円/月

〃 6円/食 医師の食事箋による食事の提供（糖尿食、貧血食等）

〃 140円/回

〃 70円/回

〃 240円/回

〃 100円/回

〃 518円 緊急医療行為を行った場合

〃 診療報酬の1割 特定の治療を行った場合(医科診療報酬の1割負担)

〃 239円

〃 480円

費　　　目 内　　　容

基
本
加
算

介護福祉士を80％以上
又は勤続10年以上介護福祉士を35％以上配置している場合

介護職員等処遇改善加算Ⅰ

介護老人保健施設「サンファミリア米沢」利用料金表

介護サービス
利用者負担額

非課税

多床室

個　室

夜勤職員配置加算

在宅復帰・在宅療養支援機能加算Ⅰ

サービス提供体制強化加算Ⅰ

対
象
者
の
み
の
加
算

短期集中リハビリ実施加算Ⅰ
短期集中的に個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行い、評価結果等の情報を厚
労省に提出し、かつ当該情報を活用した場合

短期集中リハビリ実施加算Ⅱ

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅰ
短期集中的に認知症のかたにﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行い、退所後の計
画作成をした場合

認知症短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅱ

認知症ケア加算

若年性認知症利用者受入加算

外泊時費用
外泊時費用（在宅サービスを利用する場合）

ターミナルケア加算 〃
医師が医学的知見に基づき回復の
見込みがないと診断した場合

初期加算Ⅰ 急性期医療機関の一般病棟への入院後30日以内に退院した場合

初期加算Ⅱ

退所時栄養情報連携加算 退所先の医療機関等に対して、栄養管理に関する情報を提供した場合

再入所時栄養連携加算 施設入所時とは大きく異なる栄養管理（経管栄養等）が必要になった場合

入所前後訪問指導加算Ⅰ

入所前後訪問指導加算Ⅱ

試行的退所時指導加算

退所時情報提供加算Ⅰ

退所時情報提供加算Ⅱ

入退所前連携加算Ⅰ 入所後30日以内に退所後の居宅サービス等の利用方針を定めた場合

入退所前連携加算Ⅱ

訪問看護指示加算 退所後利用する指定訪問看護事業者に対し、訪問看護指示書を交付した場合

協力医療機関連携加算(1) 協力医療機関と連携している場合（相談・診療・緊急入院時の体制確保)

協力医療機関連携加算(2) 協力医療機関と連携している場合

栄養マネジメント強化加算

経口移行加算

経口維持加算Ⅰ

経口維持加算Ⅱ

口腔衛生管理加算Ⅰ
歯科衛生士が月2回以上口腔ケアを行うとともに、介護職員に助
言・指導を行った場合

口腔衛生管理加算Ⅱ
前記Ⅰを算定し、口腔衛生等の計画内用等を厚労省に提出し、
かつ当該情報を活用した場合

療養食加算

かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅰイ 入所前の主治医と連携して薬剤を評価・調整した場合

かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅰロ 施設において薬剤を評価・調整した場合

かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅱ
前記Ⅰを算定し、服薬情報等を厚労省に提出し、かつ当該情報を
活用した場合

かかりつけ医連携薬剤調整加算Ⅲ
前記1とⅡを算定し、多剤投薬状況をかかりつけ医と協力し、減薬
に至り退所した場合

緊急時治療管理

緊急時施設療養費特定治療

対
象
者
の
み
の
加
算

所定疾患施設療養費Ⅰ 肺炎･尿路感染症･帯状疱疹について、投薬･検査等を行った場合

所定疾患施設療養費Ⅱ 上記の診療を行った医師が感染対策に関する研修を受けていること



〃 3円

〃 4円

〃 150円/月
〃 120円/月

〃 200円 認知症の症状が悪化し、在宅での対応が困難となった場合

〃 53円/月

〃 33円/月

〃 3円/月

〃 13円/月

〃 10円/月

〃 15円/月

〃 20円/月

〃 300円/月

〃 40円/月

〃 60円/月

〃 20円/回

〃 10円/月

〃 5円/月

〃 240円/月

〃 100円/月

〃 10円/月

２．居住費・食費

税区分 基準費用 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階②

多床室 日　額 437 0 430 430 430

個室A・Ｂ 日　額 1,728 550 550 1,370 1,370

非課税 日　額 1,500 300 390 650 1,360

多床室 月額（30日） 58,110 9,000 24,600 32,400 53,700

個室A・Ｂ 月額（30日） 96,840 25,500 28,200 60,600 81,900

３．その他の利用料

税区分 日　額

非課税 100円 日常生活上必要とする石鹸、入浴用品、タオル等

税込 実費 希望により参加する趣味活動の材料、折り紙、粘土等

〃 実費 施設内理美容室の利用

〃 377円 個室Aを利用した場合

〃 165円 レンタルテレビ使用者

〃 55円 個人のものを使用する電気代

〃 実費 個人購読料

〃 実費 肌着等（私物の洗濯は原則として家庭で行ってください）

〃 実費 各種催事参加費

〃 5,280円/泊 食事代（夕・朝）、寝具使用料、介護指導料、《昼食も希望可》

〃 3,300円 健康診断書・死亡診断書・入所証明書・その他証明書等の発行

〃 実費 利用者の方が希望する食事を提供した場合

〃 実費 インフルエンザ予防接種等の費用

日用品費

教養娯楽費

理美容料

内　　　容費　　　目

居住費＋食費負担額 非課税

テレビ使用料

※介護保険負担割合証の負担割合が２割又は３割と記載されている方は、介護保険一部負担額はその割合を乗じた額になります。

居住費負担額 非課税

食費負担額

そ
の
他
の
加
算

希　望　食

健康管理費

特別室料

文　書　料

電気毛布・アンカ使用料

新聞・雑誌代

洗　濯　代

催事参加費

家族介護者教室

対
象
者
の
み
の
加
算

認知症専門ケア加算Ⅰ
日常生活自立度ﾗﾝｸⅢ以上が入所者総数の半数以上で、
技術的指導に関する会議を定期的に開催した場合

認知症専門ケア加算Ⅱ
同上のことに加え、認知症介護実践指導者研修修了者を
配置し、定期的に認知症ｹｱに関する研修を実施している場合

認知症チームケア推進加算Ⅰ 認知症の行動・心理症状に対する早期対応をした場合(ﾁｰﾑｹｱ)
認知症チームケア推進加算Ⅱ 認知症の行動・心理症状に対する早期対応をした場合

認知症行動・心理症状緊急対応加算

リハビリマネジメント計画書情報加算Ⅰ
医師、療法士、栄養士、看護介護職員等が共同でリハビリの情報
を共有し、その内容を厚労省に報告し、かつ当該情報を活用した

リハビリマネジメント計画書情報加算Ⅱ
医師、療法士が共同でリハビリの質の管理を行い、その内容を厚
労省に報告し、かつ当該情報を活用した場合

褥瘡マネジメント加算Ⅰ
褥瘡発生のリスク評価を実施し厚労省に提出、褥瘡ケア計画を立
て情報の有効活用ととに管理を行った場合

褥瘡マネジメント加算Ⅱ 前記Ⅰを算定要件を満たし、現に褥瘡発生者いない場合

排せつ支援加算Ⅰ
医師等による入所時評価と排せつ支援計画の作成と実施及び厚
労省へ当該情報の提出を行った場合

排せつ支援加算Ⅱ 前記Ⅰの要件を満たし、排せつ介護状態に改善があった場合

排せつ支援加算Ⅲ 前記Ⅱにおいて、オムツ使用がなしとなった場合

生産性向上推進体制加算Ⅰ
介護現場の生産性向上へ向けた委員会を設置し、ICT等を活用し
て業務効率の改善を図った場合(Ⅱの取組による成果確認)

自立支援促進加算
医師の医学的評価に基づき、多職種共同で計画を作成実施し、3
か月毎見直し、厚労省へ報告と情報活用を行っている場合

科学的介護推進体制加算Ⅰ
ADL他入所者の心身の状況等に係る基本的情報を厚労省に提
出し、かつ必要情報を活用している場合

科学的介護推進体制加算Ⅱ
前記Ⅰ入所者情報に加え、疾病の状況や服薬情報等の情報も厚
労省に提出し、かつ必要情報を活用している場合

安全対策体制加算
施設内に安全対策部門が設置され、組織的に安全対策を実施す
る体制が整備されている場合

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ
指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体
制を確保している場合等

生産性向上推進体制加算Ⅱ
介護現場の生産性向上へ向けた委員会を設置し、ICT等を活用し
て業務効率の改善を図った場合

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ
感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回
以上感染制御等に係る実地指導を受けている場合

新興感染症等施設療養費
厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合（相談・診療・緊急
入院時の体制確保)



(多床室)

要介護度

負担段階

 第１段階 41,573 44,024 46,185 48,056 49,765

 第２段階 57,173 59,624 61,785 63,656 65,365

 第３段階① 64,973 67,424 69,585 71,456 73,165

 第３段階② 86,273 88,724 90,885 92,756 94,465

 基準費用 90,683 93,134 95,295 97,166 98,875

(個　室)

要介護度

負担段階

 第１段階 55,397 57,815 59,912 61,750 63,524

 第２段階 58,097 60,515 62,612 64,450 66,224

 第３段階① 90,497 92,915 95,012 96,850 98,624

 第３段階② 111,797 114,215 116,312 118,150 119,924

 基準費用
 個室Ａ

138,047 140,465 142,562 144,400 146,174

 基準費用
 個室Ｂ

126,737 129,155 131,252 133,090 134,864

※上記の金額は、[介護サービス利用者負担額][夜勤職員配置加算] [サービス提供体制強化加算Ⅰ]

   [介護職員等処遇改善加算Ⅰ][居住費][食費負担額][日用品費]が含まれています。 

   認知症専門棟利用の場合、上記の金額に[認知症ケア加算76円/日]加算となります。

【　利用料金早見表　】

≪月額３０日≫

（単位：円）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５


